
　隠岐広域連合特定事業主行動計画評価シート（評価期間：令和７年４月から令和８年３月まで）

評価指標 具体的な内容
Ｒ７年度
総合評価

Ｒ６年度
総合評価

特記事項（次年度における改善事項等） 評価委員会意見等

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等

①育児休業及び部分休業制度等の周知

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

・対象職員への周知はできているが、
それ以外の職員への周知はできてい
ない

・子育て世代の職員が多い部署につい
ては、対象となる職員全員が取得でき
るわけではない

・先に育児休業等を取得している職員
がいる場合で、その業務を任された職
員は、自信が対象になったときに取得
できない

・隠岐病院ではかなり制度が浸透して
いる

・制度周知はできているものの、事業
所によっては人員不足で取得の推進
ができないところもある

b

b

・職員の平均年齢が若い職場ほど、対象の
重複や人員不足で取得推進ができないた
め、必要人員の確保等、環境の整備が必要

b

b

□育児休業、育児参加休暇等制
度の周知及び育児休業等の取
得促進

□育児休業の取得手続及び経
済的支援等の情報提供

□育児休業等の制度、手続に係
る説明

人事担当課長は、

ア　育児休業や育児参加休暇等に関する制度の
周知を図るとともに、男性職員の育児休業等の取
得促進について周知を図ります。

イ　育児休業の取得手続や経済的な支援等につ
いて情報提供を行います。

ウ　妊娠を申し出た職員に対し、育児休業等の制
度・手続について説明を行います。

（２）子どもの出生時における父親の休暇の取得促進

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

□子の出生時休暇の取得促進

□特別休暇及び年次休暇の取
得促進係る周知徹底

□休暇取得について、職場の理
解が得られる環境づくり

人事担当課長及び所属長は、

①　父親が子供の出生時に３日間の休暇を取得
できるようにします。

②　子どもの出生時における父親の特別休暇及
び年次休暇の取得促進について周知徹底を図り
ます。

③このような休暇を取得することについて、職場
における理解が得られるための環境づくりを行い
ます。

評価項目（評価基準）

１　職員の勤務環境に関するもの

（１）妊娠中及び出産後における配慮

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

□特別休暇等制度の周知徹底

□経済的支援措置の周知徹底

□業務分担の見直し

□超過勤務の命令

①　人事担当課長は、母性保護及び母性健康管
理の観点から設けられている特別休暇等の制度
について周知徹底を図ります。

②　人事担当課長は、出産費用の給付等の経済
的支援措置について周知徹底を図ります。

③　所属長は、妊娠中の職員の健康管理や安全
を確保するため、本人の意向を確認して、必要時
は業務分担の見直しを行います。

④　所属長は、超過勤務の命令にあたっては、本
人の体調を確認して行うものとします。
（妊娠中の職員が請求した場合は、超過勤務を命
令してはなりません。）

b

・既存の制度についてはを各事業所単位で
説明回答を実施し、全職員への周知に繋げ
る

・新たな制度ができた場合には、事務局総
務課から適宜説明会や情報提供をする

b

・子育て世代の職員が多い部署について
は、休暇の対象となっていても全員が取得
できるわけではないため、業務調整に課題
が残っている

・人員配置において、特に３歳未満の子を持
つ職員については、配置のバランスを考慮
する必要がある
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　隠岐広域連合特定事業主行動計画評価シート（評価期間：令和７年４月から令和８年３月まで）

評価指標 具体的な内容
Ｒ７年度
総合評価

Ｒ６年度
総合評価

特記事項（次年度における改善事項等） 評価委員会意見等評価項目（評価基準）

②育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

③育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

④育児休業に伴う代替要員の確保

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

⑤その他

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

・対象の職員が気兼ねなく取得出来る
かというとそうではない

・所属の管理職にもよるが、周囲への
影響を考えると取得したいことを言い
出しにくいこともある。

・休む側がプレッシャーを感じてしまう

・職場への復帰の仕方については、職
員一人一人考え方があって、事前に情
報収集したい職員もいれば、復職して
からで良いと考える職員もいる

・看護部については、病棟や外来の
ルールの変更点や、物品の位置の変
更等、細かい変更点のレクチャーも必
要になる

・休業中にあまり積極的に情報共有さ
れても、せっかく休んでいるのに迷惑な
場合もある

・募集はもちろんしているし、知り合い
へお願いしたりもしている

・結果的に代替要員を確保できなかっ
た職種もあるため評価としては「ｂ」から
「ｃ」に変更するが、取り組みが不十分
なわけではない。

・通勤用駐車場の確保については特に
ニーズを感じていない

・保育所送迎を行う職員だけでなく、妊
娠や私傷病により体調がすぐれない職
員も含め、体調に合わせて近い場所に
駐車OKとなるよう臨機応変に対応する
と良いb b

・「通勤用駐車場の確保」の指標の削除

□勤務時間の割振

□通勤用駐車場の確保

ア　早出・遅出勤務を行っている職場において、
所属長は、保育園送迎等を行う職員に配慮して
勤務時間を割り振ります。

ｃ b□代替要員の確保

所属長は、課内の人員配置等によって、育児休
業中の職員の業務を遂行することが困難なとき
は、臨時的任用制度等の活用による適切な代替
要員の確保を図ります。

・人員不足の解消と、業務調整が必要

・管理職への制度説明や職場意識の改善
の取り組みを積極的に行うこと

□休業期間中の情報提供

□復職時の職場研修

ア　所属長は、育児休業中の職員に対して、業務
に関する情報提供・能力開発を行います。

イ　復職時には、必要に応じ所属長から休業期間
中の業務の動き等職場研修を行います。

b b

・復職前の管理職との面談の際に、職員側
から事前レクの希望があれば対応できるよ
うにする

b b

□業務分担の見直し

□職場の意識改革

ア　所属長は、育児休業の取得の申出があった
場合、事例ごとに当該課（局、室）において業務分
担の見直しを行います。

イ　管理職会議等の場において、人事担当課長
から定期的に育児休業等の制度の趣旨を徹底さ
せ、職場の意識改革を行います。
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　隠岐広域連合特定事業主行動計画評価シート（評価期間：令和７年４月から令和８年３月まで）

評価指標 具体的な内容
Ｒ７年度
総合評価

Ｒ６年度
総合評価

特記事項（次年度における改善事項等） 評価委員会意見等評価項目（評価基準）

①一斉定時退庁日等の実施

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

②事務の簡素合理化の推進

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

③超過勤務の縮減のための意識啓発等

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

・特定の職員のみが常に超過勤務が
多いため、所属長はその要因を把握し
是正する必要がある

・ノー残業デーと禁煙デーが混同し、わ
かりづらい

・超過勤務の実績としては減ってきて
いる

・会議が多い上に、その内容や決定事
項の周知が不十分

・所属長による時間外勤務の状況把握と管
理、職員への働きかけが必要

b b

□超過勤務上限時間及び時間
外勤務命令手順の徹底

□超過勤務の状況把握及び注
意喚起

□３６協定の締結及び順守

ア　超過勤務の上限を年間１５０時間とし、その達
成に向け所属長は、積極的な取り組みを行いま
す。また、時間外勤務は、所属長の命令で実施さ
せることを徹底します。

イ　総務課長は、課（局、室）ごとの超過勤務の状
況を把握し、超過勤務の多い職場の所属長に対
しヒアリングを行った上で、注意喚起を行います。

ウ　毎年、労使の合意に基づく３６協定を締結し、
順守するよう努めます。

・所属長の巡回指導や、定時退庁のアナウ
ンス等の工夫が必要

□事務事業の新規実施、廃止及
び整理

□会議時間等の効率化

□業務執行の効率化・簡素化

ア　所属長は、新たな事務事業を実施する場合に
は、目的、効果、必要性等について十分検討の上
実施し、併せて、既存の事務事業との関係を整理
し、代替的に廃止できるものは廃止します。また
既存の事務事業についても再度見直し、整理合
理化を図ります。

イ　職員は、会議、打合せの連絡は、極力電子
メールを活用します。また、会議資料の事前配布
等により、会議時間を短くするなど効率的に行い
ます。

ウ　デジタル化や資料の簡素化などの方策によ
り、業務執行の効率化・簡素化を図ります。

b

・事務分野については事務効率化検討委員
会での取り組みも踏まえ、更なる簡素化、合
理化を図る

b b

（４）超過勤務の縮減

□ノー残業デーの注意喚起及び
定時退庁の率先垂範

□定時退庁の実施の徹底

□定時退庁の把握及び所属長
への指導の徹底

ア　毎週木曜日を定時退庁日（ノー残業デー）と
し、グループウェア等による注意喚起を図るととも
に、所属長による定時退庁の率先垂範を行いま
す。

イ　所属長の巡回指導による定時退庁の実施徹
底を図ります。

ウ　定時退庁ができない職員が多い課（局、室）を
把握し、所属長への指導の徹底を図ります。

c
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　隠岐広域連合特定事業主行動計画評価シート（評価期間：令和７年４月から令和８年３月まで）

評価指標 具体的な内容
Ｒ７年度
総合評価

Ｒ６年度
総合評価

特記事項（次年度における改善事項等） 評価委員会意見等評価項目（評価基準）

①年次休暇の取得の促進

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

②連続休暇等の取得の促進

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

③子どもの看護を行う等のための特別休暇の取得促進

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

・医師のみ取り組みが不十分であった

・連続で取得する人は限られている

・変則勤務者については、行事ごとの
ために取得する子の看護を申請して
も、公休を充てられてしまうため、取得
実績は少ない

・シフト作成前の休暇希望も日数制限
があるため、取得できない

・時間単位で取得できる休暇である
が、看護部は配置しなければならない
人数が決まっているので、時間での取
得はできず、少し抜けるくらいなら１日
休むように言われてしまう。

・取得のしやすさは部署によりかなりバ
ラツキがあるため、評価は「a」から「b」
へ変更する

b b□特別休暇の周知及び取得環
境の整備

所属長は、子どもの看護休暇等の特別休暇を周
知するとともに、その取得を希望する職員に対し
て、１００％取得できる雰囲気の醸成を図ります。

b b

□年次休暇の取得促進

□国民の祝日等とあわせた年次
休暇の取得促進

□ゴールデンウイーク期間等に
おける会議開催の自粛

□隠岐病院看護職員長期勤務
報奨金制度における特別休暇を
連続休暇として取得できるよう促
進

ア　子どもの予防接種実施日や授業参観日にお
ける年次休暇の取得促進を図ります。

イ　国民の祝日や夏期休暇とあわせた年次休暇
の取得促進を図ります。

ウ　ゴールデン・ウィークやお盆期間における公
式会議の開催を自粛します。

エ　隠岐病院看護職員長期勤務報奨金制度にお
ける５日間の特別休暇について、連続休暇として
取得できるよう促進を図ります。

（５）休暇の取得の促進

□５日間の年次休暇取得及び確
実な実行

□休暇取得促進の徹底及び職
場の意識改革

□年次休暇の計画的付与

□年次休暇取得に係る応援体制
整備

ア　働き方改革により「年５日の年次有給休暇の
確実な取得」が義務化となったことに伴い、職員
は年間の年次休暇５日間の取得を目指し、その
確実な実　行のため所属長は、年次休暇取得日
数管理の徹底を図ります。

イ　管理職会議等の場において、定期的に休暇
の取得促進を徹底させ、職場の意識改革を行い
ます。

ウ　所属長は、年次休暇付与日より半年たった時
点において年次休暇５日間を取得していない職員
（年次休暇１０日以上職員）について、年次有給
休暇取得計画届の提出を求め、それをもとに年
次有給休暇取得計画表を作成し、年次休暇の取
得を指導します。

エ　所属長は、安心して職員が年次休暇を取得で
きるよう、事務処理において相互応援ができる体
制を整備します。

・医師に対する積極的な取得推進

b a
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　隠岐広域連合特定事業主行動計画評価シート（評価期間：令和７年４月から令和８年３月まで）

評価指標 具体的な内容
Ｒ７年度
総合評価

Ｒ６年度
総合評価

特記事項（次年度における改善事項等） 評価委員会意見等評価項目（評価基準）

・自己申告書に記入できるようにはなっ
ているが、その結果配慮されていると
は思えない

・病院事務部では０歳から２歳までの
子を持つ職員は搬送当番から外すな
どの配慮を行っているが、小さい子を
持つ職員が多いため、その他の職員
への負担が大きくなりつつある。

b b

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

□バリアフリー（ソフト面）の取組

□多目的トイレ等の設置

①　所属長は、子どもを連れた人が気兼ねなく来
庁できるよう、親切な応接対応等のソフト面での
バリアフリーの取組みを推進します。

②　施設管理者は、外部からの来庁者の多い施
設において、乳幼児と一緒に安心して利用できる
トイレやベビーベッドの設置等に努めます。

c

２　その他の次世代育成支援対策に関する事項

（１）子育てバリアフリー

b

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

□働きやすい環境を阻害する諸
要因解消のための意識啓発

職場優先の環境や、固定的な性別役割分担意識
等の働きやすい環境を阻害する職場における慣
行その他の諸要因を解消するため、人事担当課
長は研修等による意識啓発を行います。

・特に３歳未満の子を持つ職員については、
配置のバランスを考える必要がある

（７）職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組

（６）人事異動における配慮

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

□人事異動時の配慮
人事異動を命じる場合、子育ての状況に応じた人
事上の配慮を行います。 b b
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　隠岐広域連合特定事業主行動計画評価シート（評価期間：令和７年４月から令和８年３月まで）

評価指標 具体的な内容
Ｒ７年度
総合評価

Ｒ６年度
総合評価

特記事項（次年度における改善事項等） 評価委員会意見等評価項目（評価基準）

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

□子どもの体験活動等の支援

□安全で安心して子どもを育てら
れる環境の整備

①　所属長は、スポーツや文化活動など子ども・
子育てに関する活動等の地域貢献活動に、職員
の積極的な参加を支援します。

②　所属長は、子どもを安全な環境で安心して育
てることができるよう、地域住民等の自主的な防
犯活動や少年非行防止の活動等への職員の積
極的な参加を支援します。

b b

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

□レクレーション活動の全員参加
運動会等のレクレーション活動の実施にあたって
は、子どもを含めた家族全員が参加できるように
します。

b b

・企画する側の熱量の向上と参加率が上が
る工夫が必要

・企画をしても人が集まらなかったり、
感染症の流行により開催を見送った

・参加率を挙げる工夫が見られなかっ
た

３　女性職員の活躍の推進に向けた取組み

（１）女性職員の活躍の推進に向けた現状把握

－

（３）子どもとふれあう機会の充実

（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動

－

（※別添資料５参照）

①　採用した職員に占める女性職員の割合
②　平均した継続勤務年数の男女の差異
③　職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間
④　管理的地位等の各役職段階にある職員に占
める女性職員の割合
　ア　階級別総数からみた割合
　イ　男女別職員数からみた割合
⑤　男女別の育児休業取得者数及び取得率
⑥　男性職員の配偶者出産補助休暇及び育児参
加のための休暇取得率
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　隠岐広域連合特定事業主行動計画評価シート（評価期間：令和７年４月から令和８年３月まで）

評価指標 具体的な内容
Ｒ７年度
総合評価

Ｒ６年度
総合評価

特記事項（次年度における改善事項等） 評価委員会意見等評価項目（評価基準）

①女性職員の管理職登用

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

②男性職員の子育て参加

 ａ ：取組が十分である。

 ｂ ：取組がある程度できている。

 ｃ ：取組が不十分である。

19 19

評価 B B

【評価基準】 【総合評価の目安】

　①個別評価項目の評価基準 ①個別評価の評価基準のａ、ｂ、ｃをそれぞれ２点、１点、０点で換算後合計した数で評価する。

a（十分な取組）、ｂ（ある程度の取組）、ｃ（取組が不十分）により各評価項目を評価する。 「Ｓ」：３２点以上

　②総合評価項目の評価基準 「Ａ」：２５点～３１点

①の結果に基づきＳＡＢＣの４段階で総合評価を行う。 「Ｂ」：１６点～２４点

「Ｓ」：取組実績が計画の内容や目標を上回ったもの 「Ｃ」：１５点以下

「Ａ」：概ね計画の内容どおりの取組が行われたもの

「Ｂ」：取組実績が計画の内容や目標を下回り、さらなる工夫、努力及び改善が必要なもの

「Ｃ」：適切に取組が行われたとは認められず、大いに工夫、努力及び改善が必要なもの

広域連合長及び人事担当課長は、

ア　数値目標
女性管理職員を積極的に登用してきており、現状
の管理職における女性職員の比率（３０％程度）
を維持することに努めます。

イ　取組み
・男女に偏りのない人員配置を目指し、多様なポ
ストに女性職員を配置します。
・管理職になるための経験を積むために、係長級
への積極的な登用を行います。
・各種研修への積極的な参加を促します。

b b□女性職員の管理職員への積
極的登用

総　合　評　価（２０項目×２点＝４０点満点）

b b□男性職員の積極的な子育て参
加

人事担当課長及び所属長は、

ア　数値目標
令和７年度末までに、出産補助に関する休暇を取
得する割合を１００％に、育児参加のための休暇
を取得する割合を５０％にします。（令和２年度に
おける出産補助に関する休暇及び育児参加のた
めの休暇の取得割合は、ともに０％。）

イ　取組み
子育て支援に関する各種休暇制度を積極的に周
知し、その活用を促します。

（２）女性職員の活躍の推進に向けた数値目標及び取組み
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